


序　　　　　文

　ウズベキスタン共和国は1991年の独立以降、カリモフ大統領の強力な指導の下、市場経済化に

向けた“上からの改革”を進めてきた。その手法は漸進的であるため、経済に対する負の影響は

少ないが、本格的な改革への移行が実現すれば、市場経済化のための人材需要が飛躍的に高まる

と予想され、将来を見据えた人材育成が国の課題になっている。

　一方我が国は、アジアの市場経済化移行国を対象に、市場経済化を支える人材の育成と、日本

の「顔の見える協力」を実現する拠点として「日本人材開発センター」（通称「日本センター」）

を開設する計画を進めており、ウズベキスタン共和国もその開設対象国として準備してきた。

　この国策の下、国際協力事業団は、1999年11月と2000年２月の２度にわたる事前調査を行っ

て、本件協力に係る基本的枠組みをミニッツで確認しているが、今般、協力開始に必要な諸手続

きのため、2000 年 10月４日から同18日まで、当事業団アジア第二部部長 金子 節志を団長とす

る実施協議調査団を現地に派遣した。同調査団はウズベキスタン共和国側と協議のうえ、討議議

事録（R／D）等の署名を取り交わした結果、2000年12月１日から５年間にわたって、プロジェ

クト方式技術協力「ウズベキスタン　日本人材開発センター」計画が実施される運びとなった。

　本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの進

展に広く活用されることを願うものである。

　ここに、本調査にご協力いただいた外務省、在ウズベキスタン共和国日本大使館など、内外関

係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。

平成 12年 11 月

国際協力事業団

　 理事　泉　堅二郎
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第１章　実施協議調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　ウズベキスタン共和国（以下、「ウズベキスタン」と記す）は1991年の独立以降、カリモフ大

統領の強力な指導の下、市場経済化をめざして「上からの改革」を進めているが、その手法は漸

進的である。急進的改革を進める旧ソビエト連邦の他の独立国と比べて、改革による経済への負

の影響は少ないが、他方為替管理をはじめとした各種規制により、1995年以降は民間部門の投資

が大幅に後退した。かかる状況のなか、2000年５月以降は、為替を一本化するための諸施策をと

り始め、IMF・世銀との関係改善の兆しも見えてきた。今後、本格的な改革への移行が実現すれ

ば、市場経済化のための人材需要は飛躍的に高まろう。

　同国にとっては、法律や制度の整備、経済・経営面での改革、市場経済化に対応する人材の育

成など、ソフト面における変革が急務である。これに対して我が国は、マクロ経済政策に関する

専門家派遣や重要政策中枢支援、各種地域別特設研修の実施など、市場経済化に資する協力を進

めてきた。

　一方、我が国はアジアの市場経済化移行国を対象として、市場経済化を担う実務人材を育成す

るとともに、日本の「顔の見える協力」を実現する拠点として、「日本人材開発センター（通称

「日本センター」）を開設する構想を進めている。国際協力事業団はこの国策の下、アジア各国で

事前調査を重ねており、ウズベキスタンに対しては、1999年11月と2000年２月の２度にわたる

事前調査で本件協力の基本的枠組みに合意し、ミニッツで確認した。その後、日本・ウズベキス

タン双方で懸案とされてきた課題の解決に努めてきたが、今般これらの問題に関する合意の見通

しがついたため、協力開始に向けた協議を行う目的で、本実施協議調査団の派遣となった。

　本調査団の主な調査目的は、次のとおりである。

（1）協力の基本的枠組み、マスタープラン等を協議し、討議議事録（Record of Discussions：

R ／ D）等に記載のうえ、署名を交換する。

（2）専門家派遣、センター改修工事等、協力開始後の当面のスケジュールを確認するととも

に、協力内容について意見交換する。
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１－３　 調査日程

１－２　調査団の構成

１ 10月４日 水 17：40 成田発（NH-7049）　ソウル20：05着　ソウル21：05発

２ 10月５日 木 1：20 タシケント着（OZ-579）

11：00 JICA事務所　打合せ（新納所長、田邉所員）

14：30 日本大使館表敬（中山大使、鈴木理事官、瀬谷専門調査員）

16：00 対外経済関係省（イスラムホジャエフ次官）

17：30 UZINCOMCENTER（ナルバエフ所長）

18：00 ビジネスセンター（日本センター候補地）視察

３ 10月６日 金 9：00 ブリティッシュカウンシル（モア所長）

10：30 対外経済関係省（イスラムホジャエフ次官）

15：00 世界経済外交大学（ホジャエフ副学長）

16：30 ビジネスインキュベーター（ハキモフ所長）

４ 10月７日 土 R／D案読み合せ、資料整理

５ 10月８日 日 ミニッツ案作成、資料整理

６ 10月９日 月 11：00 対外経済関係省（イスラムホジャエフ次官）

PM R／D案修正

７ 10月 10日 火 9：00 ゲーテインスティチュート（ラタロフ所長）

12：00 対外経済関係省（イスラムホジャエフ次官）

16：15 韓国教育院（朱院長）

８ 10月 11日 水 11：00 対外経済関係省（イスラムホジャエフ次官）

15：00 ソロス基金（イスマイロフプログラム部長）

９ 10月 12日 木 11：00 対外経済関係省（ガニエフ大臣）

15：00 外務省（アフンジャノフアジア太平洋局長）

18：30 R／D、ミニッツ署名・交換

19：00 対外経済関係省イスラムホジャエフ次官主催夕食会

22：05 小川団員以外４名タシケント発（HY-533）

日順 月　日 曜 移動及び業務

担　当 氏　名 所属・役職

１ 総　括 金子　節志 国際協力事業団 アジア第二部 部長

２ 技術協力 笹谷　能史 外務省 経済協力局 技術協力課

３ 施設改修監理 小川　貞和 建築士

４ 協力企画 飯村　学
国際協力事業団 アジア第二部　

東アジア・中央アジア課

５ 通　訳 田宮　友恵 日本国際協力センター 研修監理員
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なお、小川団員は追加調査のため日程を延長し、10月 18日までウズベキスタンに滞在。

１－４　主要面談者

〈ウズベキスタン側〉

（1）対外経済関係省

Mr.E. ガニエフ 大　臣

Dr.H.S. イスラムホジャエフ 次　官

（2）外務省

Mr. アフンジャノフ アジア太平洋局長

（3）世界経済外交大学

Mr. ホジャエフ 副学長

（4）UZINCOMCENTER

Mr. ナルバエフ 所　長

（5）ソロス基金

Mr. イスマイロフ プログラム部長

（6）ビジネスインキュベーター

Mr. ハキモフ 所　長

（7）ブリティッシュカウンシル

Mr. モア 所　長

（8） ゲーテインスティチュート

Mr. ラタロフ 所　長

10 10月 13日 金 6：00 バンコク着

8：45 バンコク発（JL-708）

16：35 成田着

日順 月　日 曜 移動及び業務
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（9）韓国教育院

Mr. 朱 院　長

〈日本側〉

（1）在ウズベキスタン日本大使館

中山　恭子 大　使

鈴木　弘之 理事官

瀬谷　幸代 専門調査員

（2）JICA ウズベキスタン事務所

新納　宏 所　長

田邉　秀樹 所　員
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第２章　要　約

　本調査団は2000年10月５日から同12日まで（施設改修監理担当団員は17日まで）、ウズベキ

スタンの首都タシケントに滞在し、対外経済関係省をはじめ、先方機関と「ウズベキスタン日本

人材開発センター」プロジェクトに係る実施協議調査を行った。その結果、センターの位置づけ、

管理運営体制、プロジェクトのマスタープラン、暫定活動計画、暫定プロジェクト・デザイン・

マトリックス（PDM）等に合意して、討議議事録（R／D）並びにミニッツ（付属資料１及び２）

の署名を取り交わした。この結果、本プロジェクトは2000年12月１日から５年間にわたって実

施されることになった。

　本プロジェクトの概要は以下のとおりである。

（1）プロジェクトサイト：ウズベキスタン国際貿易展示コンプレックス・ビジネスセンター・

ビルディング内

（2）実施機関：対外経済関係省

（3）プロジェクト目標：日本センターがウズベキスタンの市場経済化に必要な人材を育成する

うえで重要な役割を担うようになり、情報サービス、その他のセンターで行われる各種プログ

ラムを通じて、両国国民の相互理解が促進される。

（4）成果：①日本センターが適切に運営管理される、②実践的なビジネスコースが継続的に実

施される、③日本語コースが継続的に実施される、④日本センターが日本に関する情報を積極

的に発信するとともに、多様なレベルでの活動が活発化する。

（5）協力活動：①スタッフを配置してセンター組織をつくり、センターのステータス確立と

スタッフの育成を図る、②ビジネスコースのニーズを的確に把握してコースカリキュラムを設

計し、教材開発、コースの実施を行いつつ、これらのマネージメント、講義の実施ができる現

地人材を育成する、③日本語コースの継続実施、④日本に関するインフォメーションサービス

の実施、その他各種交流プログラムの誘致、実施支援を行う。

（6）投入：日本側は、長期専門家４名（日本センター共同所長、業務調整、ビジネスコース・

マネージメント、日本語コース・マネージメント）と、必要に応じて短期専門家を派遣し、機

材供与とウズベキスタン側関係者の日本研修受入れを行う。

（7）実施体制：日本センターは非政府・非商業法上の公益法人として設置する。その運営は

日本・ウズベキスタン共同所長体制で行うこととし、ウズベキスタン側が名誉所長（非常勤）

を置いて業務の円滑な運営を図る。センターの活動計画、評価等の協議のため、合同調整委員

会を設ける。

（8）実施期間：2000 年 12 月１日から５年間とする。
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第３章　討議議事録の交渉経緯

３－１　総　括

（1）協力の枠組みに関しては、対外経済関係省のガニエフ大臣、イスラムホジャエフ次官をは

じめ、先方関係当局と極めて率直な意見交換を重ねた結果、センターの法的位置づけ（ステー

タス）、運営管理体制、プロジェクトの基本計画及び両国のとるべき措置等について合意に至っ

た。合意内容は討議議事録（R／ D）及びミニッツに取りまとめ、10 月 12 日、対外経済関係

省との間で署名を取り交わした。

（2）また、センターの設置が予定されている施設現場を視察し、センター開所に向けた最終的

な改修計画、施工計画、資機材調達について調査するとともに、他ドナーの関連諸機関等を訪

問し、当センターの参考となる事項について調査した。なお、施設改修監理担当団員は、当初

の予定を延長し、ウズベキスタンで補足調査を行った。

３－２　協力の枠組み

（1）センター設立の目標

　「センターが市場経済化のために必要な人材を養成する重要な機関となる」こと、並びに「多

様なプログラムの実施を通じ、両国国民の相互理解を促進する」こととした。本センターの主

たる対象層については、民間・公共部門の実務者、学生及び一般市民を想定することとした。

（2）センターの法的位置づけ（ステータス）について

1）　本件は、事前調査時から対外経済関係省を受入省庁とすることを前提として検討してき

たが、センターのステータスが固まっておらず、今次調査でこれを確定することが最大の課

題とされていた。

2）　今次協議に、ウズベキスタン側から提案された選択肢の概要は、以下のとおり。

内　容 長　所 短　所

Ａ
案

対外経済関係省傘下

の 国 営 企 業 体

（UZINCOMCENTER）

の一部として設置

◎既存組織の活

用が可能

◎登録事務等不

要

●UZINCOMCENTERの一部としての協力に

とどまり、外部に対して「開かれたセン

ター」としてのイメージを与えにくい。

●UZINCOMCENTERの案件実施能力に疑問。

●合同調整委員会とUZINCOMCENTERとの

間で意思決定に関して齟齬が生じるおそれ

がある。

●企業法上の法人であり、免税措置がなく、定

期報告等が煩雑。
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3）　調査団は、JICA ウズベキスタン事務所、同事務所顧問弁護士、対外経済関係省法務局長

等を交え、それぞれの選択肢の長所・短所について詳細な検討を行った。その結果、①本セ

ンターが、ウズベキスタンの実務人材や一般市民に対して開かれたものであり、幅広い参加

の機会を与える公益的性格を有するものであること、②本センターは、通常の技術移転を目

的とした協力とは異なり、日本側による一定の継続的支援の下、「日本の協力」を前面に出

した特色のある活動を実施し得る体制を構築する必要があること　　　などにかんがみ、最

終的には、C 案に基づく非政府・非商業法上の公益法人として設立することが妥当と判断

し、ウズベキスタン側と合意した。新しい法人登録手続きなどには、相当の困難が伴うと予

測されるものの、現段階であれば、カリモフ大統領をはじめ、政府上層部の強力な支援を期

待できると思われる。

4）　当該法人は、対外経済関係省及び JICA を設立者として司法省に登録され、その運営は対

外経済関係省の監督下に置かれることとなる見込み。また、専門家のステータス確保に関し

ては、特別の大臣会議令により措置する必要があるため、ウズベキスタン政府の支援につい

て今後のフォローが必要である。

（3）運営管理体制

1）　センター所長に関しては、双方による共同運営をめざしたいとするウズベキスタン側の

強い要望を受け入れ、日本・ウズベキスタン双方による共同所長体制とすることとした。責

任分担は、ウズベキスタン側が法人事務を中心とした運営監理面、日本側は活動実施に関す

る事項を所掌することとした。

2）　本センターを本格的に軌道に乗せるためには、特に立ち上がり段階における実務手続き

内　容 長　所 短　所

Ｂ
案

企業法に基づく対外

経済関係省傘下の機

関として設置

◎組織の位置づ

けが明確

◎案件の実施に

ついては対外経

済関係省が全責

任を負う

●ある程度の収益をあげることが必要とされ

るため、公益性をもった幅広い活動が困難。

●企業法に基づく登録が必要。この場合免税

措置等は期待できず、定期の収支報告等が

義務づけられる。

●認可主体がホキミアト（地区）であり、対

外経済関係省による手続き上の支援が得に

くい。

Ｃ
案

非政府・非商業法上

法人として設置

◎日本センター

の趣旨に合致

●司法省への法人登録手続きが必要であり、

設置に時間がかかるおそれがある。

●特権免除等は困難（ただし、別途発出され

る特別の大臣会議令において措置が可能）。



－ 8－

や、新しい枠組みなどの業務を円滑に推進していくうえで、ウズベキスタン側の強力なリー

ダーシップが不可欠である。かかる観点から、このような役割を担うポストとして、ウズベ

キスタン側による名誉所長（非常勤）を配置することとした。

3）　両国の関係者間で、センターにおける活動計画及び進捗状況の評価、その他課題が生じ

た場合の協議・調整を行うことを目的として、「合同調整委員会」を設置することとした。

構成は、日本側が在ウズベキスタン大使館及び JICA 事務所、ウズベキスタン側は対外経済

関係省及びその他の関係省庁とし、これにセンターの両国共同所長及び委員会に承認された

者を加えることとした。

4）　ビジネスコースの効果的実施に資するため、ニーズ調査、コース設計、講師のリクルー

ト等に関する助言、支援を得る仕組みとして「アドバイザリーグループ」の編成を提案し、

合意を得た。メンバーとなるべき機関について、十分な議論はできなかったが、経済・経営

の分野において経験があり、先駆的な活動を実施している有力高等教育機関や民間団体等の

参加を勧めていきたい。

（4）センターの名称

　調査対処方針に従い“Uzbekistan-Japan Center for Human Development”を正式名称とした。ま

た通称は、本件プロジェクトが日本・ウズベキスタン共同で実施されることを強調したい旨申し

越しがあり、これを受けて“Uzbekistan-Japan Center”とすることとした。現地語による通称につ

いては、上記と同義のロシア語、ウズベク語をミニッツで確認した。

（5）協力期間

　2000 年 12 月１日から５年間とした。

（6）日本語教育の実施

　日本語教育が国際交流基金の協力で実施されることを確認した。あわせて、基金の代表者が合

同調整委員会のメンバーに加わることができる旨、ミニッツで確認した。

（7）見返り資金の活用

　先方は、センター施設の運営費の一部に、ノンプロ無償の「見返り資金」を充当したい旨要望

した。調査団から、本件は調査団の責任範囲を超えるものであり、回答は困難であると申し述べ

たうえで、一般的には継続的支出への充当は困難であり、また通常の使途協議によって判断され

ることとなる旨、説明した。先方はさらに、この要望を強く表明したため、調査団は日本政府関

係機関に伝達する旨、ミニッツで言及した。

３－３　討議議事録（R／ D）、ミニッツ協議について

（1）対外経済関係省は、R／D署名後の円滑、かつ効率的な実施の確保を目的として、R／Dの

標題の簡潔化をはじめとする文言の修正を強く求めるとともに、露語訳作成の必要性を強調し
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た。

（2）文言の修正に関する対外経済関係省側の要望に対し、ウズベキスタン特有の事情にかんが

み、合理的と思われる範囲で R ／ Dの修正を行うことで合意した。

　　主要な修正点は以下のとおりである。

1）　標題に関し、ウズベキスタンでは「Technical Cooperation」が通常狭義に解される傾向が

強く、本件プロジェクトの内容のなかには、同国で必ずしも「Technical Cooperation」と理

解されないものもあり得るため、国内関係機関に必要な措置を求める際に不要な誤解が生じ

ないよう、標題からこれを削除することとした。

2）　供与機材に対する免税措置を確保するため、本件プロジェクトに係る供与機材が無償で

あることを明確に示すための修正を行った。

（3）協議の席上、先方は、本 R／ Dがウズベキスタン国内の手続きを円滑に進めるうえで重要

な根拠文書となる旨を強調するとともに、ウズベキスタンでは政府関係機関関係者のほとんど

が英語を解さないこと、また署名なき文書の権威が著しく低いこと等の事情があることから、

関係機関と円滑な調整が行えるよう、民族交流語である露語版のR／Dへの署名が不可欠であ

ると強く要望した。これを受け、調査団は外務本省に請訓したうえで、ロシア語による「訳本」

への署名を行った。
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第４章　施設改修工事について

（1）施設の改修工事に関する工事範囲や見積内容、工程等に関し、本件ビルの建設にあたった施

工業者との間で詳細な打合せ、及び調整を行ってきたが、特に工事内容の確認に時間を要したた

め、施設改修監理担当の団員が調査を継続して明確化させた。また、空調設備上の問題が生じた

ため、対応方針、追加見積予算等についても、調査した。（付属資料３参照）

（2）対外経済関係省からビジネスセンターの管理運営を委託された民間団体（UZINCOMCENTER）に

施設の使用条件等について確認し、必要な工事許可手続き等の特定を行った。工事着工にあたっ

ては、工事依頼書を同社に提出し許可を受けるが、同社以外のローカルオーソリティーの許可は

不要である旨、確認した。また、同社との間で、BSアンテナの設置、１階の受付カウンターの割

り当てと内線電話の設置、電力供給の安定性、工事中の水道光熱費負担について確認を行った。

（3）家具什器を含めた機材の調達については、予定したスケジュール内での効率的な機材調達を

一括して行うことのできるサプライヤーの可能性について調査を実施した。
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第５章　プロジェクト実施上の留意点

（1）センターの早期開設について、ガニエフ対外経済関係相から重ねて要望が表明された。先方

政府における本件協力への期待は極めて高く、また先方もビルの賃料をはじめ、相当額の負担を

行うこととなっていることから、可能な限り早期にセンターを本格稼働させ、施設の有効利用を

図っていくことが不可欠である。

（2）日本側としては、可能な限り早期に調整員を派遣し、法人設立、施設改修等を促進する必要が

ある。施設改修、機材の設置完了時期は、機材の調達方法にもよるが、おおむね年度明けの2001年

６月を目処として作業を進めることが適当と思料される。なお開所式に関し、先方から、独立記

念日（９月１日）直近のしかるべき日に実施するように要望したい、またウズベキスタン政府か

らガニエフ対外経済関係相以上の要人の臨席を確保したい旨、言及があった。

（3）上記（２）と並行して、ビジネスコース、日本語教育の本格稼働に向けた準備についても、で

きる限り速やかな実施が求められる。ニーズ調査、コース設計、教材選定・開発等にある程度の

時間を要することについては、先方の理解が得られたものの、協力開始後おおむね１年程度でこ

れら準備を終えることを目途とし、それまでの間、施設の有効利用の観点から、特別セミナーや

日本語コースについても、試行的に鋭意開設することが適当である旨、先方から強く要望され

た。
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第６章　団長所感

（1）今次調査においては、極めて繁忙な対外経済関係省次官が自ら連日の協議に出席し、強い指

導力を発揮するとともに、R／D協議や法令の確認作業等においては、関連当局の極めて真剣、

かつ真摯な姿勢が貫かれた。このことからも、カリモフ大統領はじめ、ウズベキスタン政府上層

部の強い意向を体して、関係当局が本件協力に並々ならぬ期待と強い熱意を抱いていることが感

じられた。

（2）センターの位置づけ及び法的ステータスの明確化は、今次調査における最大の課題であった。

これについては、本センターの公益的性格を勘案し、センターにおける長期的な活動も視野に入

れて、ウズベキスタン側が提案した選択肢を詳細に検討し、最もふさわしいと判断される案を導

き出すことに力点を置いたが、今後も継続的なフォローが必要とされる。

（3）センターの自立発展性については、本センターの公益的性格やウズベキスタン国内の給与水

準の低さ等にかんがみれば、授業料の自己収入によってセンターを財政的に自立させることは、

事実上困難である。今次調査では、類似の活動を実施しているゲーテインスティチュート、ブリ

ティッシュカウンシル、韓国教育院、ビジネスインキュベーター等を訪問したが、いずれもウズ

ベキスタンとの友好・理解促進に重点を置き、授業料は教材等の実費を徴するにとどまってい

た。このことからも、授業料収入はそれほど見込めないことがうかがえる。また本件協力が、通

常の技術協力のように、特定のカウンターパートを育成することのみを目的とせず、日本側が主

体となって当該分野の関連機関と連携しつつ、幅広い活動を行うことが求められているため、日

本側のイニシアティブと継続的支援が不可欠である。この点、本件協力の特殊性、意義などにつ

いて、当初段階から日本側関係者の深い理解を得ておく必要がある。

（4）ビジネスコースの実施に関しては、センターの活性化を図るうえからも、的確なニーズ調査

に基づいた明確なグランドデザインを描き、実践的、かつウズベキスタンのニーズに合致した

コースを持続的に提供していくことが求められている。このためには、受入省庁である対外経済

関係省にとどまらず、経験豊富な機関のノウハウや講師派遣などを、幅広く有機的に結びつけて

いく仕組みを構築することが必要である。この観点から、上記３－２節（３）の４）で言及した

「アドバイザリーグループ」の編成が極めて有効、かつ重要であると思われる。今次調査におい

ては、具体的メンバーを協議するには至らなかったが、世界経済外交大学、タシケント経済大

学、バンキングアカデミー、ビジネスインキュベーター等の実績ある機関を広く取り込んでいく

ことが望ましいと思料する。ガニエフ大臣からは、日本センターが情報・通信に関する人材の育

成や、IT アクセスの機会提供に資する活動を展開することについて強い要望があった。

（5）センターの立ち上がり期においては、法人の登録事務、施設の改修工事、コースの開発等、諸

準備を鋭意行っていく必要があるが、これらを進めていく段階では、さまざまな技術的、実務的
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な困難と遭遇することが予想される。センターの立ち上げを早期に、かつ円滑に進めるために

は、できる限り速やかに専門家を派遣し、これら業務を推進する体制を整えるとともに、先方政

府のしかるべき便宜供与が不可欠である。このため、在ウズベキスタン大使館、JICAウズベキス

タン事務所とも緊密な連絡をとりつつ、対外経済関係省をはじめ関係機関への協力、支援につい

て、引き続き要請していくことが肝要と思料する。

（6）なお、本調査の最終日に、求めに応じ、アフンジャノフ外務省アジア太平洋局長を訪ねたと

ころ、先方は本センターの活動内容に多大な関心を寄せており、外務省としてもできる限りの支

援を行いたい旨の表明があった。これに対し、当方からウズベキスタン国民に広く支持される

「開かれたセンター」にしていくため、本センターへの協力、支援をお願いしたい旨を要請して

おいた。





付　属　資　料

１ . 討議議事録（R/D）

２ . ミニッツ（M/M）

３. 施設改修監理報告書
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